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はじめに　
イギリスによるインドの植民地化は、一八世紀後半に急
速に展開した。この植民地化について重要な点は、国王や政府といった国家ではなく、東インド会社というひとつの特権商業会社によってなされたということである。イギリス史における一八世紀後半の「インド問題」
( East India 
affair, India problem
)
が経済史を中心とした東インド会
社研究を中心に検討されてきたの 、このことがひとつの
要因であろ
う（１）
。特許状に基づいて活動する東インド会社
は、実際インドにおいてイギリスという国家を代表する存在であったが、 同時期イギリス国内における「インド問題」があくまで「東 会社問題」
( East India Com
pany’s 
affair)
として扱われていたことは、十分に留意せねばな
らない。少なくとも一七七〇年代初めまでのイギリス政府は、国内におけるインド問題を処理するにあたり、意図的に東インド会社問題として対応し
た（２）
。それゆえ、イギリス
のインド政策は、 一七八〇年代のイギリス国内における 「イ
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ンド問題」の転換以後に、本格的にはじまったといえるだろう。　
一八世紀末のイギリスは、国家としてアメリカ独立戦争
による戦後の社会・経済的復興を目指すなか、帝国の再編をも迫られていた。帝国に安定をもたらした契機のひとつは、一七八四年に制定されたピットのインド法
( Pitt’s 
India Act, 1784)
であっ
た（３）
。このインド法制定こそ、一八
世紀後半イギリスのインド問題について既存研究が、ひとつの到達点としたものであり、それゆえ、インド法制定以降の一七八〇年代後半から九〇年代についてのインド問題は看過されてき
た（４）
。近年でも盛んな東インド会社研究は、
内包するテーマの多様化が進んでいる点は高く評価できるが、依然として経済史が中心であり、イギリスのインドへの自由貿易が本格化する一八〇〇年以降を主対象としてきた（５）
。また過去数十年の間に隆盛し定番化した帝国史におい
ては、一七七〇年代から九〇年代は、イギリス帝国最盛期の前史として扱われる。そ うえ現在の帝国史研究は、政治史的な考察よりも社会史および文化史に重点が置か ている。このような動向において、一七八〇年代・九〇年代イギリスのインド政策は十分な考察ないし再検討のなされないまま解釈されてきたといえるだろう。　
インド法のもっとも重要な成果のひとつは、政府のイ
ンド担当部局
( Board of Com
m
issioners for the Affairs of 
India, 略称
Board of Control,  以下
BO
C
)
の設立であり、
これを拠点に小ピット政権はインド政策を推進し
た（６）
。その
中心人物ヘ リ・ダンダス
( H
enry D
undas, 1
st Viscount 
M
elville, 1742-1811)
は、一八世紀末におけるスコットラ
ンド政治の最も影響力ある人物の一人で、 ＢＯＣに君臨 、同時期インド政策 独裁的に推進したとされてき
た（７）
。しか
し、彼が君臨したとされる小ピット政権初期のインド政策については、既存研究では十分検討されてきたとはいえない。そこで本稿は、インド法制定前後の一七八〇年代後半から一七九〇年代に焦点を絞り、国内政治史の視点から再考し、当該期のイギリスにおいて、狭義のインド問題としての「東インド会社問題」が より広義の「インド問題」へと展開 てゆくことを確認する。そのうえで、小ピット政権でインド問題を一手に担ったとされるダンダスを中心に、ＢＯＣ運営とダンダス 活動を実証的に検討す 。そのなかで、インド政策におけるダンダスの影響力が過大視されてきたことで等閑視されてきたダンダ 以外 ＢＯＣ委員の活動がみえてくるだろう。さら 当該期のダスによるインド政策に関する本来の活動 その意図がみえてくるであろう。　
以下本稿は、最初に一八世紀後半のイギリス政界でどの
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ようにインド問題が展開していったのか概観する。次に、小ピット政権のインド政策に対し同時代人がどのように認識していたのか検討する。そのために、下院でのインド関連議事での発言や議論、その展開を主に議会史料を用いて考察してゆく。さらに、下院で本格的に議論されるようになったインド関連議事などについて、同じく当時発展しはじめた新聞等のメディアを用いて議会外の認識についても確認してゆく。そのための史料は、主にオンライン・データベースを用いた。つづいてインド政策の推進母体となったＢＯＣの運営や委員の活動を検討することで、小ピット政権のインド政策に実証的に迫りたい。一
　
一八世紀後半イギリス政界におけるインド問題の展開
　
一八世紀後半のイギリス政界は、国王ジョージ三世が即
位した一七六〇年から相次ぐ政権交代を経験し、一七六三年に終結した七年戦争の戦後経済復興 おわれ、きわ て不安定な時期を迎えていた。戦後の経済・社会的不安は東インド会社にも影響し、東インド会社の国家との関係 インドでの活動、社員のふるまいなどは、政治家とイギリス公衆の監督の対象となっていった。七年戦争を指揮し、一七六六年から六八年 首相の任にあっ ウィリアム・
ピット
( W
illiam
 Pitt, the Elder, 1
st Earl of Chatham
, 1708-
78)
は、東インド会社によってもたらされる「インドの富」
( the w
ealth of India)
を「国家の救済」
( the redem
ption 
of a nation
)
と捉え、インドで獲得される領土やその収入
は、東インド会社ではなく国王の権利に属するとし
た（８）
。こ
うしたインドの富の国家への位置づけは、初期の議会調査の在り方に決定的な影響を与えた。　
イギリス政府は、一七六六年に会社の経営問題へ介入す
る最初 試みを行っ
た（９）
。一七六六年四月頃から一部 政治
家の間で、東インド会社問題を議会で議論すべきだとする意見が見られるよ になり、同八月にはインド問題を議会に持ち込むべきとする会社への警告が政府から発された
）（1
（
。翌年イギリス議会にはじめてインド問題の調査委員会
が設置され
た
）（（
（
。同委員会は、一七八四年ピットのインド法
制定へむかう一連の流れにおいて、イギリス政府及び議会によるインド問題干渉という意味で最初の動きであったといえるだろう。これらの動きにおいて強調すべきは、東インド会社のインド領土支配にともな 潜在的な富への渇望が、もっとも強力な動機となって たと う点であろう。というのは、一七六七年の議会調査は 会社のインドでの領土収入を、政府がともに享受するためのものであった
）（1
（
。また、背景として当時のイギリス社会のなかに、ネイ
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ボッブ（ 「インド成金」 ）への妬みと嫌悪、在インド社員に対する会社の統制不備への不安などがあらわれてきていたことがあげられ
る
）（1
（
。一七六〇年代から七〇年代のイギリス
社会では、東インド会社社員の不正蓄財への注目が非常な高まりをみせた。一八世紀を通じて、モラルやマナーの改善・向上は国家的関心事であ
り
）（1
（
、国庫の新たな源泉として
期待されるインドから「不正に」蓄財する東インド会社社員は、イギリス国民にとって激しい批判の対象となっ
た
）（1
（
。
さらに本国へ戻って東インド会社の役員
( director)
や下院
議員になったり、土地購入をしたりするようなネイボッブと呼ばれる存在はその腐敗の象徴でもあった。一七七二年の信用危機は、東インド会 のインドにおけ 活動に対するさらなる不安を呼び起こし
た
）（1
（
。一七七二年から七三年
の新たな調査委員会は、会社の財政問題だけでなく腐敗( corruption
)
や不正
( abuse)
の調査にまで踏み込むものと
なった。一七七二年四月、調査委員会
( Burgoyne’s Select 
Com
m
ittee)
は、とくにプラッシーの戦いの功績から社内
で影響力を増していたロバート・クラ ヴ
( Robert Clive, 
Baron Clive of Plassey, 1725-74)
の関与する不正を主な
調査対象とし
た
）（1
（
。
　
以上のようないくつかの調査委員会を経て進展してきた
インド問題に取り組んだのは、ノース政権
(
一七七〇年一
月‐八二年三月
)
であった。一七七〇年代におけるイギリ
ス公衆のインド問題についての中心的関心は、東インド会社のインドでの腐敗や悪政
( m
isrule)
であったが、ノース
政権は、東インド会社の財政的弱点を切り口とした。それは、東インド会社による一七七二年夏 政府への財政的支援要請にみられるように、会社の財政破たん危機が介入の直接的契機となっていたことも一因となっていた。政府による会社への財政的支援は、会社の経営構造とインド行政双方に対する改革を東インド会社が受け入れることを前提として行われた。一七七三年 インド規制法( N
orth’s Regulating Act, 1773
) ）（1
（
 とともに融資法
( Loan 
Act, 1773
)
）（1
（
と茶法（
Tea Act, 1773
)
）11
（
が制定されており、
これらの法によって 府は会社に一四〇万ポンドの融資を行った。ディワーニ（徴税権）獲得以来インドから 収入に対する過度 期待によって、東インド会社の株主配当は一七七一年三月までに一二・五パーセントにまで引き上げられていたが、同法によって配当は六％に、 債利子は七％に債務返済まで固定され
た
）1（
（
。ノース政権がインド規制
法とともに制定した茶法は、アメリカ植民地での茶の販売を東インド会社に独占させることで、国民が安価な茶を購入できるようにし、密輸の対応策としたものであった。しかし一七七三年一二月のボストン茶会事件でも知られるよ
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うに、茶法はアメリカ植民地の反発の対象となった。アメリカ植民地との抗争が激化し、アメリカ植民地問題の対応におわれたノース政権は、インド規制法の欠点を自覚しながらも有効な処方を施すことはできなかっ
た
）11
（
。一二年にわ
たり政権を維持したノース政権が終焉すると、イギリス政治は再び相次ぐ政権交代 経験することに った。　
ノース政権崩壊後のイギリス政治は、次世代を担うフ
ォックス
( Charles Jam
es Fox, 1749-1806)
と小ピット
( W
illiam
 Pitt, the Younger, 1759-1806)
のそれぞれを中
心としたグループが、 と にインド法制定に意欲を示 た。小ピットの片腕ヘンリ・ダンダスは、一七八一年四月にインドのカーナティック戦争に関する調査委員会で委員長を務めた経験を活かし、イギ ス 界では に精通した人物として頭角を現し始めてい 。因みに、スコットランド法曹界から中央政界に入ってすぐに下院における雄弁家として知られるようになっ ダンダスは 生涯でいくつもの重要な下院演説を残しているが、後にダンダス自身が、彼の議会演説のうち最上 演説と自負したの 一七八三年一二月一日のフォックスのインド法案に関 る演説であっ
た
）11
（
。このことは、ダンダスの政治家としてのキャリアに
おいてインド問題へ 関与がいかに重要であったのか示唆している。ダンダスのインド法案は一七八三年四月に提出
されるも、フォックス・ノース連立政権はフォックスとバーク
( Edm
und Burke, 1729-97)
を中心にインド法制定に
注力しており、反政府派に属したダンダスの法案は廃案となった。しかし、与党法案であった一七八三年一一月のフォックスのインド法案もまた一二月八日に下院を通過したもの
の
）11
（
、国王の介入をうけて一二月一七日に上院で否
決され
た
）11
（
。インド法案否決の翌日ポートランド
( W
illiam
 
H
enry Cavendish-Bentinck, 3
rd D
uke of Portland, 1738-
1809)
をはじめとする閣僚らは更迭され、一九日には小ピ
ットが首相に任ぜられた。小ピット政権は、先のダンダス法案を土台にしたインド法案を一七八四年一月に提出するも、下院で過半数を占めていなかったため否決された。その後三月の解散と総選挙での勝利を経て、小ピット 権は八月にようやくインド法の制定に至　
以上のようなノース政権終焉の一七八二年春から小ピッ
ト政権成立とその後の政権強化 至る八四年春までの国制上の危機において、インド問題は政権交代にからむほどにイギリス 治に 重要な案件のひとつとなっていこの過程において、 「東インド会社問題」という枠に収まりきらないインド統治の問題が、イギリス政治にそ 対応をせまっていた である。同時期の政界における大問題であった「国王の影響力」を思い起こせば、先にふれた国王
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のフォックスのインド法案への介入の事例が、たんなるエピソードではないことが見えてくるだろう。小ピットおよびダンダスはインド法のなかで国王 ＢＯＣ任命権を規定したが、このこと 既存研究におい はほとんど強調されてこなかった。インド法制定後の小ピット政権のインド政策遂行にあたって、国王の意向や権限への配慮は、小さからぬ意味を有した。この点は、当該期 インド問題をイギリス政治史の文脈で理解しようとする際には留意せねばならないだろう。そして、こ ようなインド問題の展開のなかでみられた国王 影響力や、モラル いった当時のイギリス国政上の諸問題は、インド法制定後の一七八〇年代後半から九〇年代においても依然とし インド政策の重要核であった。二
　
インド政策に対する同時代認識
（一）
　
代表的発言者としてのダンダス
　
インド法は、 「枢密院の六名以内の者がインドの問題を
処理するため委員
( com
m
issioner)
として任命され指名さ
れ、そのうち二名は国務大臣
( Secretary of State)
と大蔵
大臣
( Chancellor of the Exchequer)
とする」という第一
条からはじま
り
）11
（
、続く第二条・第三条においてこの委員が
「インド問題担当委員会」 （以下ＢＯＣ）を構成し、東インドにおけるイギリスの領土および、そこで貿易している商人たちの合同会社〔東インド会社
(
筆者注
) 〕に対する監
督、管理を執り行う権利が付与される」と規定する。さらに第六条においてＢＯＣに「 におけるイギリスの領土の民事・軍事・歳入に関するすべての法、運営、事業を監督し、指図し、管理する権限が付与される」としている。このようにイン 法は、インド問題担当部局 してのＢＯＣ設置をそのもっとも重要な特徴のひとつとし
た
）11
（
。以
下では、小ピット政権のインド政策の核となったＢＯＣの運営を検討してゆく。既存研究において、小ピット政権のインド政策 ダンダスが独裁的 行っ きたかのように描かれてき
た
）11
（
。とくにダンダスの簡略的な紹介は、ＢＯＣ
の長官
( President)
としてインド政策で絶対的権限を握っ
ていた人物という印象を受けることが多
い
）11
（
。しかし、ダン
ダスは当初は数名の委員のうちの一人 すぎず、実際に長官となるのは一七九三年六月のことであ
る
）11
（
。本節では、ま
ず小ピット政権のインド政策に対する同時代人 認識を確認し、そのうえで次節にお てダンダスが長官に就任する一七九三年までのＢＯＣ運営を検討してゆく。　
インド法によってＢＯＣが設置されると、長官にシドニー
（
Thom
as Tow
nshend, 1
st V
iscount Sydney, 1733-
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1800
)
）1（
（
、そのほか、小ピットとダンダス、グレンヴィル
( W
illiam
 W
yndham
 G
renville, Baron G
renville, 1759-
1834
)
）11
（
、マルグレイヴ
( Constantine John Phipps, 2
nd 
Baron M
ulgrave in the peerage of Ireland and Baron 
M
ulgrave in the peerage of G
reat Britain, 1744-92
)
）11
（
、ウ
ォルシンガム
( Thom
as de G
rey, 2
nd Baron W
alsingham
, 
1748-1818
)
）11
（
が委員となった。設立当初の長官職はシニア
メンバーから任命され、キャスティング・ボートは有していたものの他の委員に優越する特別な権限はなく、他の委員と同じく無給であっ
た
）11
（
。こうした長官職の規定はとくに
変更なく一七九〇年三月からグレンヴィルが務め、有給職へと改変した一七九三年六月以降にダンダ が務めることになる。しかしＢＯＣ設立当初 、ダ ダスがＢＯＣ内部および政府のインド問題において絶対的影響力を有しているということは周知の事実である、とインド問題に熱心に取り組んだ政治家バークは強く主張し い
た
）11
（
。
　
当時フォックス派に属していたバークが、野党としてダ
ンダス批判を行うのは十分考えられた。では、彼 外の同時代人にとってダンダスはどのように認識されていたのであろうか。まず議会について確認 てゆこう 一七八四年から八五年頃 つい 下院発言をみてゆ と、インド政策についての政府側の主要発言者は小ピットであっ 。こ
れには、一七八三年一二月に小ピット政権が発足して以来、野党は、国王のフォックス法案への介入やそれに続く新政権の正当性に疑義を呈しており、八四年三月の解散に至るまでしばしば不信任 意を表していた。こうした野党の攻撃に対応するなかで、小ピット自身がインド問題に関して直接発言すること 自然に思われる。一七八五年から八六年頃になると、 でに法案の土台をつくりインド問題に精通 た人物として知られていたダンダスが、徐々に小ピットに代わって下院におけ インド問題 代表的発言者としてあらわれ くる。こう た小ピットから ンダスへのインド問題の 表的発言者の移行は、当時 報道からも読み取ることができる。一七八四年一〇月一九日付 ロドンで発行された新聞は、インド問題についての議会議事の中で「強奪者
( U
surper) 」と「職務怠慢
( D
elinquent) 」
という語がヘースティングズ
( W
arren H
astings, 1732-
1818)
にあてられたという記事を掲載
し
）11
（
、その記事の中
で、とりわけダ ダスが職務怠慢を強調し いた して彼の発言を引用した。同記事は下院でのインド問題議事けるダンダスの存在感を感じさせ
る
）11
（
。同じくロンドンで発
行された一七八七年四月二四日付の新聞は、下院で インド予算
( India budget)
とよばれるインド問題の財政面に
関する議題について、ＢＯＣ委員としてダ ダスが積極的
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に発言する様を描写する一方で、小ピットが討論の最中ほとんど発言しなかったと報じてい
る
）11
（
。新聞のようなメディ
アが当時急速に発達しつつあったことを考慮すると、議会でインド問題の精通者としてＢＯＣの代表的発言者となったダンダスの様子が、こう た新聞報道など 通じて議会外の人々にも広く認知されるようになっていたことは想像に難くな
い
）11
（
。一七七一年春以来、それまで禁止されていた
議会報道が実質的に自由化されると、七〇年代から徐々に議会においてその重要性を増していたインド問題は、格好の報道対象になっていた。また、一八世紀において数千人規模の株主を有した東インド会社に関する情報はもともと、人々のもっとも必要とする情報 一つでもあった。聞報道においてインドに関する事項は、上述 議会議事だけでなく 東インド 社本社で行われる株主総会
( Court 
of proprietors, G
eneral Court)
やインドとの通信文書や
船舶情報、株価情報、さらにはインドにおける出来事など多様な情報が開示されて た。（二）
　
ダンダス批判
　
議会発言の主要な担い手となったダンダスは、ＢＯＣす
なわち政府のインド政策に対する批判 矢面 立つことになった。政府批判を行うにあたり反政府派は、 政策
そのものを批判するのではなくダンダスを攻撃する方法をとった。このことは、当時の政界で対立する小ピット派とフォックス派がともにインド問題の対策においては、当初から同一路線に乗っていたことに起因する。前述のようにノース政権期の議会調査委員会において一七八一年の秘密委員会ではダンダスが委員長 して調査にあたったが、これに対抗して翌年ロッキンガム政権下で、バークを中心とする特別委員会が新たに設けられた。これら 二つの委員会はあきらかに競合する面を有していたが、対外的には協調路線を強調してい
た
）1（
（
。イギリス政界におけるインド問題
は、その方法や細部は異なっても目指す方向性 同一であったので、フォックス派は対立する小ピット政権が打ち出すインド政策について根本的な批判を行うことは、自己批判につながりかねなかった。そのため 府のインド 策への批判は、基本的にその代表的発言者 あ ダンダスへ個人攻撃という形をとったと考え れる。　
ダンダス批判の主な内容は、彼一人にインド政策の権限
が集中している こと あった。ダンダス一人がインド政策の権限を握るのではないかという懸念は、ピットのインド法制定前後から、東 会社関係者 インド法案危機に関係した政治家の間で浮上してい
た
）11
（
。下院において
は、ダンダス ＢＯＣ長官に就任する以前から、彼を指し
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て 「委員会の長」
( head of the Board) とか 「委員会の委員長」
( chairm
an of the Board)
とか形容してい
た
）11
（
。時には、Ｂ
ＯＣとは「ダンダス氏の遠回しな呼び方に過ぎない」とあたかもダンダス一人がＢＯＣの運営を牛耳っているかのような批判もあっ
た
）11
（
。
　
このようにインド政策への批判がダンダスに集中する
と、反政府派がダンダスを批判し、小ピットやグレンヴィルなどのＢＯＣの同僚委員がダンダスを擁護するという流れが、下院でのインド政策をめぐる議論 ひとつの構図として次第に成立してくる。例えば、 七八七年から八八年にインドへの正規軍増派問題とイ ド軍統合問題をめぐって下院で激しく論争された際 、八八年三月の構図 みてゆこ
う
）11
（
。このとき、反政府派の主要な論客エドマンド・バ
ークは、 「委員会のアトラス」
( the Atlas of the Board)
と
比喩を用いてダンダスを激しく攻撃し 。これらの批判に対しダンダス本人は「私は委員会
〔ＢＯＣ〕
において一人
の委員である以上に権限を有したことはない」と権限集中を完全に否定してい
る
）11
（
。また後日続けられた同議論では、
ＢＯＣ委員であるマルグレイヴがインド法 フォックスのインド法の相違点についてそれま 下院で述べら ことに関して簡潔に発言す と、すかさず反政府派のシェリダンは、 「
〔マルグレイヴ卿は〕
ＢＯＣ委員であるけれど、こ
の問題について何か発言されるなんて」と大げさに驚きを示し、ＢＯＣ委員であってもダンダス以外は発言をすることなどはないかのように揶揄することでダンダスへの権限集中を暗に批判した。これを受け、マルグレイヴ 「ダンダス氏 自分自身との間に意見の相違はない」と発言し、ダンダスによる他の同僚委員への助言の公平さやＢＯＣ内部の公平さを詳細に述べた。さらに同じく委員であるグレンヴィルは、 「ダンダス氏以上に 会で高尚な立場の者はなく、委員会の活動全てに等しく責任を負ってい 」述べ、また小ピットも「
〔ダンダス氏は〕
委員会の他の委員
と等しく権利を有している」と付け加え、こぞってダンダスの擁護に当たっ
た
）11
（
。このようにして一七八〇年代後半に
は、反政府派がインド政策を批判する あたって、政府代表的発言者であるダンダスをやり玉にあげ 政府側はダンダス以外のＢＯＣ委員が発言することで批判内容を否定したり釈明したりしてダン ス擁護にあたる いう論戦の構図が出来上がっていた。　
ダンダス批判の内容をまとめると次のようになる。
一七八四年イ ド法の規定に従えばＢＯＣ 長官を含め平等であるはずだが、ダンダス一人に 限が集中しており、ダンダスひいてはＢＯＣがインド法で に付与された権限を逸脱した政策を行おうとしている という で
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ある。このような反政府派の批判内容は、ダンダスへのＢＯＣ権限集中を前提に組み立てられている。それは事実であったのだろうか。上述の論戦にみられるダンダス擁護では、このような批判は否定されている。以下では、ＢＯＣ議事録などの史料を基に、実際 ＢＯＣ運営を実証的に検討してゆく。　三
　
ＢＯＣにおけるダンダス
（一）
　
ＢＯＣの運営と委員の活動
　
前章では、小ピット政権のインド政策がダンダスによっ
て独裁的に行われているという下院で 批判が、当時発展し始めた議会報道を通じて 会外でも同時代的に共有されていたことを確認した。本節ではＢＯＣ運営について議事録を中心に実証的に検討することで、当時批判されたようにダンダスが独裁的にインド政策を決定していた かを考察してゆく。そのために、まずＢＯＣの委員会会議録を確認す
る
）11
（
。 ＢＯＣは前述のようにインド法によって設立され、
委員は一七八四年八月三一日 任命、初回すなわち就任会議は同年九月三日に、公式の長官であるシドニーを委員長として開催され
た
）11
（
。第二回目以降、通常のＢＯＣ会議の進
行は、東インド会社役員会（
Court of D
irectors ）から送
達されてくる文書類を確認、審議し、ＢＯＣから役員会へ指令を発するという流れであった。　
フィリップスは、同会議録をもとに最初の二年間につい
て、シドニーと小ピットは概ね欠席し ので、当初から委員会はダンダスが統括したとしている。毎回の出席者と委員長を記録した会議録によれば、初期において出席率からみたＢＯＣ会議の主要メンバーは、ダンダス、グレンヴィル、マルグレイヴ、ウォルシンガムの四名であった。フィリップスの指摘するように、基本的に、委員長すなわち会議の司会役はダンダスが務めていた。会議 司会役としての委員長は、インド法第三条に規定 たとおり、国務大臣であるシドニーが務め、彼の不在時は大蔵大臣として小ピットが務めた。シドニーと小ピットの両者が不在時にダンダスが務めてい
た
）11
（
。実際の一七八四年および八五年の
会議の出席状況は次の通りである。一七八四年に二二回開かれた会議について、 出席し 委員長を務めたのは九回、小 は就任 宣誓の初回一回のみ ンダスは一七回でこのうち委員長として一三回、ウォルシ ガムおよびグレンヴィルは二二回でともに欠席なし マルグレイヴは一七回であった。一七八五年に開かれ 五八回については、シドニーの出席は八回、小ピットは出 八回のうち委員長を二回ほど務めた。 ンダス 五一回出席して
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おり、シドニーないし小ピットが委員長を務めたのは合わせて一〇回で、それ以外の四八回はダンダスが委員長を務め
た
）1（
（
。
　
以上のような会議の出席回数からは、小ピットがインド
法制定以降はインド問題処理にほとんど関与していないかのようにもみえる。小ピット研究で知られるアーマは、一七八四年から八六年の期間に小ピットがＢＯＣ会議一一六回 うちわずか一七回しか出席して ないことを指摘してい
る
）11
（
。このことは、前節でみたような下院での主要
発言者が小ピットからダンダスへ移行していったことを実質的な運営面でもそうであったことを裏付けているかのように思われる。また、長官であるシドニーも形式的な委員であるかのようにもみえる。前節では、下院におい ＢＯＣ委員がダンダス批判に対して、委員内部の公平性を主張したことに触れたが、フィリップスは、シドニーが当初より長官である自身よりもダンダスがＢＯＣを統括していることに不満をもってい としている。また、シドニーのインド問題
( India business)
対応への準備不足を理由に、小
ピットがシドニーの不満を無視し基本的にはダンダス 同調したとい
う
）11
（
。
　
以下で、これらの点について実態的側面から検討してみ
よう。アーマ が検討対象とした一七八六年までの時期に
おいて、ＢＯＣ会議でもっとも重要な議事内容は、インドにおける戦後処理の問題であった。一七六〇年代以来のインドに ける戦争に関する諸問題は、一七八〇年代においても依然として東インド会社に重くのしかかっていた。さらに、 一七八〇年代半ばになると、 アルコット太守（
N
abob/
N
aw
ab of Arcot ）
）11
（
の負債問題が新たに東インド会社と新
設のＢＯＣを悩ませた。これは、カーナティック地方政権とデカンのニーザム王国の勢力争いと った第二次カーナティック戦争でアルコット太守が受けた軍事的援助の結果、東インド会社およびヨーロッパ人・インド人の商人から多額の負債を負うことになったことから生じた一連の負債・財政問題のことである。これらインドにおける戦後処理の問題は、インド法成立過程の諸法案でも主要トピックを形成しており 当該問題へ 小ピットの見解はすでにインド法制定過程において示されてきたといえ
る
）11
（
。
　
一七八四年から八六年頃までのＢＯＣ会議の議事録をみ
てゆくと、アルコット太守 代理人から 書簡や関連するカーナティック地方の歳入問題 検討が頻繁にあらわれてくる。先にふれた小ピットの見解でも同様であるのだが、ここで問題となっているのは、インドにおける戦争と個人の問題の境界線であっ
た
）11
（
。ＢＯＣ議事録は、詳細な会議の
議事を伝えるものではなく、基本的には会議 議案 その
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結果を簡潔に記録している。そのため、特別に修正などの指令を発していない場合はその検討過程はほとんどわからない。当該問題の案件が頻繁に関係者 書簡や東インド会社の文書として会議で取り上げられていること 確認できるが、多くの場合、こ 件につい ＢＯＣが特別な指示や見解を関係者に伝えた記録はな
い
）11
（
。こうした記録からは、
ＢＯＣが当該問題 詳細かつ最新の情報を入手し、問題の把握には努めているが、ＢＯＣとしての独自の見解を示すことはまずなく、関係者間の問題はあくまで個人の負債問題であるとして、介入し 姿勢を貫い
た
）11
（
といえる。 。
　
つぎに、次期インド総督の選定問題についてみてゆこ
う
）11
（
。インド法によって総督の権限を強化して た小ピット
政権にとって、次期インド総督の任命はインド政策 なかでも極めて重要な問題のひとつであった ダンダスは、一七八三年のインド法案草稿の段階からインド総督の選考を検討していた。結論からいえば、小ピット政権が任命したインド総督は、チャールズ・コー ウォリス（
C
h
arles 
C
orn
w
allis, 1
st M
arqu
ess an
d 2
n
d E
arl C
orn
w
allis, 1738-
1805 ）であっ
た
）11
（
。通常、英領インド史の文脈では、コーン
ウォリスのインド総督任命は首相小ピット ダンダス 要請であったとされてい
る
）1（
（
。このような従来の記述からは、
コーン が に任命された一七八六年には
すでにＢＯＣにおけるダンダスの影響力が大きかったことが示唆される。しかし、実際にコーンウォリス側の史料からインド総督任命までの経緯を確認してみると、印象は変わってくる。　
コーンウォリスが、インド総督としてインド赴任をはじ
めて依頼されたのは、一七八二年五月のことであり、当時の首相シェルバー からの要請であっ
た
）11
（
。一七八二年の時
点で、軍人としても行政官としての優れた評価を得ていたコーンウォリスを適任と考えた当時のシェルバーン政権の意向であったが、このとき彼は、先 アメリカ独立戦争での捕虜期間が満了していないことなどを理由にこ 要請を断ってい
る
）11
（
。ノース・フォックス連立政権期となる
一七八三年一〇月には、コーンウォリスは、イートン校以来の友人からノース卿が彼のインド赴任の意向を気にかけていたことを聞くが、このときは直接ノースから何も聞いていないという理由で、彼はさほど重要でないと判断した
）11
（
。小ピット政権成立以後は、一七八四年一月頃に、コー
ンウォリスはインド関連の要請に関していかなるものでも、自分がインドへ行くことなど想像できないといった心情を親友にもらして
る
）11
（
。コーンウォリスの書簡集による
と、一七八三年末から八四年初頭にかけて、いくつ の方面から彼がイ ド総督に指名されるだろうことを聞かされ
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て、インド赴任を嫌がる彼はこのことでストレスを感じていたようである。八四年五月には、同案件についてシドニーと直接会って話している。現行のインド法による総督の権限やインド行政の不備・欠陥などを理由にインド赴任を了承していなかったコーンウォリスに対して、 シドニーは、首相ピットは彼の修正要請にこたえるつもりがあると伝えている。また、首相ピットだけでなく、東インド会社も彼を総督にと望んでいることも伝えている。彼は、この時すでに会社側の意向を他から聞いて知っていたとも記している
）11
（
。コーンウォリスは、さらに同年六月になると、インド
関連大臣（
M
inisters relative to India ：ＢＯＣ委員を指
すと思われる）らは内密に彼にインド総督兼最高軍事司令官を要請するつもりだという情報を得てい
る
）11
（
。実際にシド
ニーが彼にインド行きの圧力をかけ のは、同年八月 なってからであった。八月三日付 「完全に私的な手紙」でシドニーは、下院通過直前のピット インド法案 写しを同封し、ふたたび東インド会社は心から彼の赴任を望んでいると書き添えて を説得にかかっ
る
）11
（
。本心ではイ
ンド任務を嫌がるコーンウォリスは、国王や政府への忠誠心から、非常に頭を悩ませている。再三 シドニーの説得に困った彼は、インド法成立前後の 総督要請 ついて、最終的に一一月八日付の小ピット宛て書簡で受諾しな
い理由を丁寧に書き連ねて、政府を断念させ
た
）11
（
。しかし、
その後もインド総督の適任者選考に行き詰った小ピット政権は、一七八五年二月初めの頃から、ふたたび彼に総督としてインド赴任を受諾するよう熱心に働きかけている。二月二三日付の親友宛ての書簡でコーンウォリスは、二週間ほど前から ド総督の任を受ける 再び言われていて、小ピットと会って話したことを記している。さらにこのときには、ダンダスとも会って話しており、もしインドへ行くと言えば、 〔彼の不満と いる事由に関し 〕法案を修正する用意がある ダンダスが言ってい ことも、コーンウォリスは知ってい
た
）11
（
。以上のようなあらゆる手段
をもってコーンウォリスを説得にかかった小ピット政権は、とうとうコーンウォリスにインド総督の要請 諾させた。　
以上のようなコーンウォリスからみたインド総督任命の
経緯をまとめよう。小ピット政権で ＢＯＣ設立前からコーンウォリスとの交渉にはシドニーがあたっ いた。首相ピットや会社、国王など多方面にわたる 向として、インド法成立の暁には新インド総督にはコーンウォリスが望まれていることを、シドニーが 伝える。シドニーの粘り強い説得に困ったコーンウォリスは、直接小ピットに断りの手紙を書いている。その後ふ たび
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シドニーを通じて、政府の説得を受けるもなかなか受諾しない彼に、とうとう小ピットが直接会って依頼するもうまくいかず、最終的には、インド法案の実質的作成者であるダンダスが法案修正を直接約束して、コーンウォリスの説得にようやく成功した。実際に 最終段階において小ピットやダンダスは直接会ってコーンウォリスを説得する必要に迫られたが、交渉全般にわたってシドニーがうごいていた。シドニーは交渉にあたって小ピットの名をあげることもあったが、それはコーンウォリスの任命 当たっては権限者である首相がそれに応じる意向がある いう意味であり、指名の意向はあくまで政府、のち はＢＯＣとしての総意として伝えられていることがう がえる。このよ にみてくると、コーンウォリスのイ ド総督任命が小ピットやダンダスによるものとする従来の記述 、ＢＯＣ長官なった後のダンダスの影響力を過分 評価したよう 思われる。むしろ、一七八六年 コーンウォリスのイ ド総督任命に至るまで 経緯には、シドニーのＢＯＣ委員としての働きや、ＢＯＣという委員会全体の協調した活動を見出すことができるだろう。さら ここからは、首相としての小ピットやインド法案の実質的創案 としてのダンダスの影響力が、ＢＯＣ委員の活動を背後で支えていたことも、明らかであろう。
（二）
　
東インド会社との関係調整
　
一七八五年四月になると、ＢＯＣには内部委員会として
秘密委員会
( Secret Com
m
ittee of the Board of Control)
が設置され
た
）1（
（
。この秘密委員会は東インド会社役員会の内
部秘密委員会とのやり取りを中心に活動し、小ピット、ダンダス、グレンヴィルの三名が積極的に参加した。初期委員のＢＯＣ秘密委員会 出席回数は次の通り。一七八五年の全八回に、シドニーおよび小ピット〇回、ダンダス八回（うち委員長八回） 、他三名はともに八回。八六年の全八回に、シドニー〇回 小ピット五回（うち委員長五回） 、ンダス八回（うち委員長三回） 、ウォルシンガム三 、グレンヴィル二回、マルグレイヴ八回。八七年の全一 にはシドニーとウォルシンガム〇回、小ピット一〇 （うち委員長一〇回） ダンダス一〇回 五回、マルグレイヴ六回。八 年 四 一回（うち委員長一回） 、小ピット四回（うち委員長四回） 、ダンダス三回、グレンヴィル〇回、 およびマルグレイヴ〇
回
）11
（
。こうした出席状況からは、少なくとも一七八六
年以降から小ピットが積極的に秘密委員会に関与していたことがみえてくる。　
秘密委員会が頻繁に開かれている場合、通常のＢＯＣ委
員会での東インド会社内部との協議が難航し、とくにＢＯ
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Ｃ内部で東インド会社への対応について十分な準備が必要とされていたと考えらえる。秘密委員会の活動が最も活発となったのは一七八七年から八八年頃であり、それはＢＯＣがインド法規定の範囲を超 て東インド会社 問題に干渉しているということが議会内外で取りざたされていた時期であった。このようなＢＯＣの権力問題が一七八八年に一応の解決をみ 、 ＢＯＣ内部秘密員会は不活発となり、最後の記録は一八〇五年となっている。　
一七八〇年代末頃からダンダスは、東インド会社内部に
自身との密接なコネクションを確立する動きを見せている。インド法制定以降も東イ ド会社内部では、会社役員会だけでなく、株主総会もま 会社 運営に対し影響力を有していた。インド法によって法的には株主総会 影響力を削減していたもの 、依然として株主総会は実質的に会社の運営に干渉するだけの影響力を有してい
た
）11
（
。インド法
によって政府と会社との連絡は、ＢＯＣと役員会に るものと一元化されていたの 、ＢＯＣが直接的に株主総会の対応 悩まされることはなかった。そ ためダンダスは、会社 の関係を調整す めに、役員会内の役員個人とのコネクション強化をはかった 考えられる。ダンダスにとって幸いだったのは、会社側は、内部抗争によって、かつてのロバート・クライヴやローレンス・サリヴァン
( Laurence Sulivan, 1713-86)
のような大物が存在しなか
ったので、従来からの会社役員関係者でダンダスと対等にわたりあうだけの個人を欠いていた。さらに、従来会社の運営に絶大な影響力を有していた役員会の秘密委員会は、インド法による改正で弱体化して た。そ ためダンダスは、役員会内部す わち役員個人とのコネクション強化によって、インド法制定以後も不安定であっ 政府と会社との関係調整をはかった。　
ダンダスは、インド現地で活躍した社員が帰国すると、
個人的な交流を深めて彼らのインド在勤時代のコネクションや専門知識を大いに活用させてダンダス自身や小ピットへの情報提供や助言 求 た。帰国したばかりで、ロンドンではまだ強力なコネクショ を確立していない人物にとっては、小ピットやダンダスのような本 政界の大物政治家によるバックアップは帰国後の社内の出世や社外 の活躍に役立った。以下では、 支援をもとに会社の頂点である総裁にまでなった著名な二人の人物、デイヴィッド・スコット
( D
avid Scott, 1746-1805)
とチャールズ・
グラント
( Charles G
rant, 1746-1823)
について具体的事
例を確認してゆこう。　
デイヴィッド・スコットは、スコットランド北東部フォ
ーファーシャー出身で、一三歳でセント・アンドリュース
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大学の入学資格を取得した秀才であっ
た
）11
（
。優秀だが財のな
い、 そして嫡男ではない他の多くのスコットランド人同様、スコットは一七歳で財 成すためにインドへ渡ることを決意した。しかし、彼は東インド会社の社員として推薦を受けることはできず、私貿易商人
( private trader)
としてイ
ンドへ渡り、現地でパールシー教徒の事業家や東インド会社社員と共同して商業活動を行った。彼のよう 私貿易商人としてインドで商業に携わる者が、現地で東インド会社社員と共同して仕事に携わることは、決して稀なことではなかった。彼は、ボンベイでエージェン ・ハウスを設立し
た
）11
（
。 スコットを含む私貿易商や東インド会社によって、
西部インドにおけるイギリスの貿易コネクションはこの時期にゆっくりと作り上げられていっ ボンベを中心とした西部インドでの貿易の拡大 いつもマイソールやマラータといった勢力の軍事的脅威にさらされていたし、地方権力者の圧力 脅かされていた。 はこうした経験から、ボンベイでの貿易の生命線は の港湾と領域の支配にかか て ると確信するようになり、一七七〇年代に東インド会社ボ ベイ軍に資金援助を行っている。一七八六年にロンドンに帰国して らも スコットはイギリスが貿易から利益を得る めにはその盾とし領土支配が必要であるという意見を訴え 。帰国後に
小ピットやダンダスと親しくなったスコットは、ダンダスの支援を受けて一七八八年に東インド会社の役員に選出され、さらに一七九〇年には地元フォーファーシャー選出の下院議員となっている。　
チャールズ・グラントは、スコットランド北西部インバ
ネスシャーに生まれ、若くして両親を亡くし
た
）11
（
。孤児とな
った彼は、スコットランド北東部エルギン在住の父の弟ジョンの援助で教育をうけた。一七五八年にはクロマティの船主で商人であったウィリアム・フォーサイ の徒弟とっていたが、叔父ジョンの縁故を頼って一七六三年からロンドンで働きはじめた。彼はロンドンで、ベンガル知事の親しい友人であ リチャード・ビーチャー
( Richard 
Becher)
や、東インド会社の役員であったルーク・スクラ
フトン
( Luke Scrafton
)
と積極的に親交を深め、東インド
会社ベンガル軍の士官
( cadet)
として推薦されることに成
功した。彼は一七六七年末にインドへ向け出発し、翌年六月カルカッタに到着しているが、健康を害して二年半ほどでイングランドへ戻ることになった。帰国後グラントは、事業を始めようとするもうまく かず借金を作って まった。その返済の め再び彼はインドへ行くこと 望み、一七七二年末にはベンガルの東イン 会社のラ ター
(
書
記：
w
riter)
の職を必死で獲得した。一七七三年にはイン
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ドへ向かい、ベンガルで彼は商務部
( Board of Trade)
の
セクレタリー
( secretary)
となった。会社の役職を活かし
て私貿易に従事した彼は、個人的蓄財に成功し一七八四年には渡印の理由となった債務を完済している。しかし、彼はこうした個人的利益獲得については罪悪感を覚えていたようである。一七八七年には新任の総督コーンウォリスら会社の商業制度の改革を任されている。この頃までにグラントは、会社や社員 利益 インド人民の幸福 対立するものではなく、会社支配の存続だけが人々の幸福を確実にするものと信じた。一七九〇年 は家族の健康 ため帰国することになったが 彼 帰国にあたり総督コーンウォリスからダンダスへの推挙を得 いる。小ピット、コーンウォリス、ダンダスの支援を受けた彼は、一 九四年 東インド会社の役員に選出された。　
以上、スコットとグラントという二人のインド帰国後に
会社役員となるまでの略歴をみたが 両者とも出自は高くなく、若くしてインドへ渡り、それぞれ ボンベイとベンガルで活躍した。スコット ついて在インド期のことはさほど詳細までわかっ いない だが、 「ボンベイの真の配者の一人」
( one of ‘the real rulers’ of Bom
bay)
と呼ば
れるほど成功していたようである。略歴中 述べ ように、ボンベイ軍や当局への資金援助も行っており、疑い
く彼は、私貿易商人として渡印した若者の成功例の一人であろう。グラントは二回とも会社のポストを獲得して渡印しているが、彼の幼少期は決 恵まれ ものではなかった。奉公先フォーサイスが認めたように、彼は非常に優秀で将来を嘱望される有能な若者であっただけでなく、時には煙たがられるほど厳格に仕事を遂行し、周囲 信頼を得ていた。コーンウォリス総督期に文官として活躍したグラントは、 コーンウォリスにその業績を認められ信頼を得て、帰国後もコーンウォリスからはもちろん、小ピット、ダンダスからの支援を受けることになったのである。インドから帰国後、そ 資産 もとに下院議員となったような例は、他のネイボッブの例 あり彼ら 限 ことで ないので、両者が下院議員となっ ことに関して 小ピッ やダンダスの支援がどれほど影響し のかは別の検証が必要かもしれない。しかし 両者が東インド会社において役員となったこと、さらに役員会内部で影響力を増し総裁 までなったことに関しては、彼らの支援の影響力はほ ん疑いないであろう。とくにグラントに関しては、イ ド督就任前から会社側 信頼を有していたコーンウォリスの評価が高かったことも、かなり有利に働いた ずである。　
スコットやグラントのように有能でインド現地の経験が
あり、帰国後もインド現地との情報網を保持 ていた人物
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からの情報提供は、新設されたばかりのＢＯＣにとって非常に重要であった。東インド会社役員会とインド問題の実質的支配権を争っていた小ピットやダンダスにとって、彼らのような人物を介して会社内部とつながるこ 、さらには彼らが役員となり役員会内部ともつながることは、Ｃが会社への監督強化 はかっていくために不可欠な手段であった。おわりに　
イギリス政治において一八世紀後半から世紀末にかけ
て、それまでの「東インド会社問題」は、より広義の「ンド問題」へ展開してい 小ピット政 は、ピットのインド法で設立されたＢＯ の運営を通じて、インド政策を推進した。この小ピット政権のインド政策は、既存研究によって、後にＢＯＣ長官になるダ ダスが独裁的に推進したと印象づけられてきた。この点について本稿は、同時代的にも反政府派によって、ダンダスおよびＢＯＣ インド法の合法 定める権限を逸脱していると 批判がなされ、議会内外でインド政策はダン スが牛耳っているといった認識が一般化していっ ことを確認し 。だが、こうした同時代認識は必ずしもイ 政策 政策決定過程や
ＢＯＣの運営実態をそのまま反映したものではなかった。　
本稿では、ＢＯＣの委員会議事録や委員の個別の活動を
検討し、同時代的なダンダス批判とは異なり、ＢＯＣはダンダス一人の独断で運営されていたとは言い切れないことを明らかに た。また、内部委員会として設置された秘密委員会まで確認すれば、小ピットのインド政策への参与は、既存研究がいうほど小さくはなかったことも明らかである。さらに、 ンダス以外のＢＯＣ委員の活動もけっして皆無ではなかった。コーンウォリスのイ ド総督就任までの過程を、コーンウォリス側 史料から確認にした場合は、従来いわれるような小ピットやダンダ 意向は確認できず、むしろ、政府やＢＯＣ、さらには東インド会社役員会の要望としてコーンウォリスに解釈されたであろうことがうかがえる。では 小ピット政権のインド政策を独裁的におこなったといわれたダ ダスは イ ド政策に関して当該期にどのような活動を行っていたのか このことは議会史料やＢＯＣ 委員会記録といったより公的な史料だけを検討していても確認す こと できな 。 ぜなら彼は水面下での東インド 社との関係調整に尽力していたからである。そのひとつ 、本稿でみてきたよう 役員会とのコネクション強化である。後に東インド会社 出世するスコットやグラント ような人物と 個人的コネクション
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の強化は、ダンダス自身が長官に就任する以前から、地道に模索されていた。インド帰りのスコットやグラントが小ピットやダンダス、コーンウォリ といったイギリス政界で影響力を有する人物の支援をもとに、イギリス社会で上昇してゆくことについては、小ピットやダンダスの支援に関する更なる実証的検討が求められるだろう。 この点は、今後の課題としたい。　
小ピット政権初期における、こうした会社との関係強化
に奔走するダンダスの活動 背景には、従来の単純化した説明よりもずっと政府が東インド会社への対応に苦慮していたことが考えられる。つまり、既存研究 ピット インド法成立をもって政府によ 東インド会社への監督強化を説明するが、実際にはインド法成立は 法的枠組みという土台を築いたにすぎなかっ
た
）11
（
。小ピットとダンダスは、少
なくとも一七九三年 ダンダスがＢＯＣ長官となるまでの過程で、水面下での会社との関係調整につ め、徐々にインド問題を小ピット政権のインド政策 監督下におさめてゆくのである。
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23参照。
（７）ダンダスの略歴および彼のインド法案の詳細な検討につい
は、拙稿「ダンダスのインド法案」 。なお、ダンダスは東方貿易の多様な経路やインド問題に関する彼の利害をスコットランド問題における彼の強力なパトロネジへ結びつけたとされるが より実証的に検討していく必要があるだろう。
（８）
Philip Law
son, “Parliam
ent and the First East India 
Inquiry, 1767,” Parliam
entary H
istory , 1
(1982), p.100; 
P. J. M
arshall, Problem
s of E
m
pire: B
ritain and India 
1757-1813  (1968), p.30.
（９）
Law
son, “Parliam
ent and the First East India Inquiry,” 
p.99.
（
10）
Sutherland, p.148.
（
11）一七六六年一一月二七日、議会に「東インド会社の状態を調査するための委員会」の設置を求める動議が提出され、一二九対七六で可決し同委員会が設置された
( Journals 
of the H
ouse of C
om
m
ons  〔
hereafter C
J
〕
, XXXI, p.25) 。
しかし、調査そのものは決定的な成果を生んでいないこと、インド利害に関して決定的な打撃を与えていないことなどから調査委員会の不成功は否 ない。
G
. K
. M
cG
ilvary, 
E
ast India Patronage and the B
ritish State: The Scottish 
E
lite and Politics in the E
ighteenth C
entury  (London &
 
N
ew
 York, 2008 ）
, p.26.
（
12）
Sutherland, p.147.
（
13）ネイボッブについては、
T. W
. N
echtm
an, “N
abobs Re-
visited: A Cultural H
istory of British Im
perialism
 and 
the Indian Q
uestion in Late-Eighteenth-Century Brit-
ain,” H
istory C
om
pass,  4(2006), pp.645-667
。邦語では、
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浅田實『イギリス東インド会社とインド成金』 （ミネルヴァ書房、二〇〇一年） 。
（
14）
Joanna Innes, “Politics and M
orals: The Reform
ation 
of M
anners M
ovem
ent in Late Eighteenth-Century En-
gland”, in Eckhart H
ellm
uth (ed.), The Transform
ation 
of Political C
ulture: E
ngland and G
erm
any in the Late 
E
ighteenth C
entury  (O
xford, 1990).
（
15）社員の蓄財の方法は、基本的に乏しい給料を補う私貿易が主で、これは時期によって会社から規制された。これらの方法をひとまとめに「不正」とするのは厳密性を欠くかもしれない。しかし、当時の社会にあって「不正」蓄財と強く信じられたこ は間違いないだろうし、本稿の文脈ではこの点こそ重要である。社員の給料や蓄財については、
P. 
J. M
arshall, E
ast India fortunes: The B
ritish in B
engal 
in the E
ighteenth C
entury (O
xford, 1976) 。
（
16）Sutherland, pp.223-4.  なお一七七二年信用危機については、
H
. V. Bow
en, R
evenue and R
eform
: The Indian Problem
 
in B
ritish Politics 1757-1773  (Cam
bridge, 1991), pp.108-
32
。
（
17）
C
J,  XXXIII, 699, 703-4.　
一七七三年秘密委員会につい
ては、
N
ine Reports from
 the Secret Com
m
ittee on East 
India Com
pany Affairs, 1772-3 in R
eports from
 C
om
-
m
ittee of the H
ouse of C
om
m
ons, 1715-1801,  IV (1803), 
pp.95-6
。
（
18）
N
orth’s Regulating Act, 1773, 13
G
eo. III, c. 63. 
（
19）
Loan Act, 1773, 13
G
eo. III, c.64.
（
20）
Tea Act, 1773, 13
G
eo. III, c.44.
（
21）  Bow
en, R
evenue and R
eform
,  p.184. これらの対応は
すでに同年の調査委員会の決議に見られる
(C
J,  XXXIV, 
p.786) 。
（
22）  Bow
en, R
evenue and R
eform
,  p.164.
（
23）  N
am
ier and Brooke, The H
ouse of C
om
m
ons 1754-1790,
〔
hereafter H
ouse of C
om
m
ons 〕
vol. II (1964) pp. 356-7.
（
24）  ダンダスのインド法案およびフォックスのインド法案の
詳細は、拙稿「ダンダスのインド法案」 。
（
25）  国王によるインド法案問題への介入という著名なエピソ
ードは、邦語では次に言及されている。今井宏編『世界歴史大系 イギリス史２―近世―』 （山川出版社、 一九九〇年） 、三五八頁。
（
26）  設立時のそれぞれの役職該当者は、後述のシドニー
( Sec-
retary of State for H
om
e Affairs)
と小ピットである。
（
27）  そのほかのインド法の骨子は、
M
arshall, Problem
s of 
E
m
pire,  pp.43-4, 46-50
。邦文では、 拙稿「ダンダス法案」
; 
浜渦哲雄『世界最強の商社― 東インド会社のコーポレートガバナンス―』 （日本経済評論社、二〇〇一年） 、一〇七‐一一二頁。
（
28）  その最も代表的な例は
Philips, pp. 34-5
であろう。同書
は全体を通してダンダスについて同様の印象を与える記述となっている。
（
29）  注
28の例と異なり、より個別的テーマ（例えば東インド貿
易を扱った経済史的研究や主に一九世紀以降の帝国史に関する研究）のなかでＢＯＣ ダンダスについて触れた場合、
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不注意にも注釈なく言及が行われる。例えば、ピットのインド法についての記述で「長官ヘンリ・ダンダスによって率いられたＢＯＣ」 〔
Robert Travers, Ideology and E
m
-
pire in E
ighteenth-C
entury India: The B
ritish in B
engal 
(2007), p. 212 〕とか、一七八六年のコーンウォリスのイン
ド総督の権限
( pow
er)
についての記述で「インド政策にた
いし最も重要な支配力を有した、強力な大臣（ンダス） 」 〔
ibid. ,  p. 213 〕といったように、文脈上ダンダス
の強大な権限がインド法成立直後から確立していたようなミスリーディングな記述が散見される。時に「一七八四年から一八〇一年に長官としてダンダスが…」という記述もみられる〔
H
. V. Bow
en, The B
usiness of the E
m
pire: The 
E
ast India C
om
pany and Im
perial B
ritain, 1756-1833  
(Cam
bridge, 2006), p.81 〕 。
（
30）  フィリップスが著作に付したＢＯＣ長官リストでは
一七八四年九月五日から一八〇一年四月までの長官 ダンダスとしている。同著作全体を通 たダンダスについての見解を見る限りでは、おそらくこのリストは意図的であろう。
Philips, appendix III, p.338.
（
31）  シドニーは強力な縁故を有するタウンゼント一族の一員
であり、第二次ロッキンガム内閣で陸軍卿
( Secretary at 
W
ar) 、続くシェルバーン内閣で内務大臣
( H
om
e Secre-
tary)
を務めた。ノース・フォックス連立政権での空白を
挟んで、一七八四年一二月から再び小ピット内閣で内務大臣に任命され、八九年六月まで務めた。シドニーについての基本情報は以下による
H
ouse of C
om
m
ons,  vol. III, pp. 
554-6; Ian
 K
. R
. A
rch
er, “T
h
om
as T
ow
n
sh
en
d, fi
rst V
is-
count Sydney,” O
xford D
N
B
,  accessed 2014/5/13.　
なお、
これらの典拠は言うまでもなく、議員やイギリス史上の人物について基本情報を確認する際に最初に見るべきものであるが、どちらも長官どころかＢＯＣについての経歴は触れていない。
（
32）  小ピットの従兄弟であったグレンヴィルは、後に小ピッ
ト死後の後継首相（一八〇六‐七）として活躍した。ＢＯＣ設立当初から委員を務め、長官にもなってい がインド政策への関与はあまり知られていない。陸軍主計長官(Paym
aster of Forces, 1784-9) 、内相
(H
om
e Secretary, 
1789-91) 、外相
(Foreign Secretary, 1791-1801)
などの役
職を務めて、各役職の立場から小ピット政権のインド政策にも貢献し いる。
（
33）  一七六六年にアイルランド貴族として父親が創設したマ
ルグレイヴ男爵を一七七五年に引き継ぎ、一七九〇年 はブリテン貴族として授爵した。海軍士官および議員として活躍し、ＢＯＣの初期委員を務めたが一七九一年に健康上の理由から辞職し、翌年には死去し 。
（
34）  ウォルシンガムは、フォックスのインド法案に反対し、
一七八三年一二月以降から小ピット政権を支持した政治家。アイルランド問題や外交問題に長け ＢＯＣ設 から一七九 年まで委員を務めてインド政策に貢献した。
（
35）  インド法第三条は、国務大臣が長官ないし委員長を務め、
彼が不在の時には大蔵大臣が、さらに彼も不在の場合には、残りの委員のうち最も古参の者
(the senior of the said 
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other com
m
issioners, according to his rank in seniority of 
appointm
ent) が代役となることを定めている。 第四条では、
委員会の意見が同数で割れた場合、長官が決定権を持つことを規定した。
（
36） The W
ritings and Speeches of E
dm
und B
urke, vol. VI 
(N
ew
 York, 2008), p.471.
（
37）  ヘースティングズは、一七七一年からベンガル知事、七三
年からはベンガル総督として務めたが、帰国後の八八年にインド人民への過酷な処遇などを理由に、九五年に無罪となるまで弾劾裁判にかけられた
（
38）  W
hitehall E
vening Post, London, Tuesday, O
ctober 19, 
1784.
（
39）  同記事が小ピットの消極的な発言にあえて触れているの
は、議論の中心がインド問題に移ったとき当初、反対派シェリダンが回答者に小ピットを指名しており、議論の展開のなかで次第に中心的回答者がダンダスに っていった様を描写しているからであ 。
W
orld and Fashionable Ad-
vertiser,  London, Tuesday, April 24, 1787. 
（
40）  フィリップスは、一七八七年までにはダンダ の支配
(ascendancy)
は広く認知されるようになっていたとしてい
る（明確な典拠は明示されていない） 。
Philips, p.35.
（
41）  両委員会については、拙稿「インド法案」 。
（
42）  Sutherland, p.408.
（
43）  これらはあくまで下院発言にみられる表現であり、公式
にはＢＯＣの長（長官ないし委員長）は一貫して
President
である。
（
44）  W
. Cobbett, Parliam
entary H
istory of E
ngland from
 
…
1066 to …
1803 〔
hereafter Parliam
entary H
isotry 〕
, 
XXVII, (1806-20), p.206.
（
45）  これら増派問題およびインド軍統合問題というのは、イ
ギリス正規軍をインドへ増派するにあたって生じた論争である。詳細については別稿を予定している。
（
46）  Parliam
entary H
istory, XXVII, pp.132-5.
（
47） Ibid., XXVII, pp.187-90.
（
48）  M
inutes of the Board of Control, IO
R/F/1/1-2.  なお本稿
では便宜的に、組織としての委員会を指す場合に「ＢＯＣ」とし、会合としての委員会を指す場合は「ＢＯＣ会議」と表記する。
（
49） IO
R/F/1/1, ff.1-3.
（
50）  注
35参照。
（
51）  IO
R/F/1/1.　
なお、フィリップスは八五年の会議数を五九
回、ダンダスが委員長を務めた回数を四九回としているが、議事録では、第三三回の会議録がなく、三月四日の第三二回と三月一八日の第三四回の間に実際に会議が開かれたか定かではなく、開かれた場合 出席者および委員長は不明である。会議 の史料 フォリオ・ナンバーは第 二回と第三四回の記録は通しとなっており、史料 ける記録上の単純な誤り ある可能性もある。これについ 現時点では、他の史料等によって事実の確認は きていな 。Philips, p.34n.
（
52）  John Ehrm
an, The Younger Pitt: the Years of Acclaim
 
(1969), p.195 and 195n. 会議録では、八四年から八六年
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の会議はあわせて一二〇回開かれており、一二〇回のうち一七回の出席が確認できる。
IO
R/F/1/1. 
（
53）  Philips, p.35.
（
54）  カルナータカ（カーナティック）太守 ことで、首都アル
コットからイギリス側の資料では「アルコット太守」の表記が一般的である。
（
55）  例えば
Parliam
entary H
istory, XXIV, pp.1096, 1107 。
（
56）  Ibid.,  XXIV, p.1107.
（
57）  例えば
IO
R/F/1/1, pp.18, 19, 20-21 。
（
58）  なおこの負債問題については、多くの部分がいまだに曖昧
なまま残されている。
M
arshall, Problem
s of E
m
pire, p. 38.
（
59）  インド総督に関する包括的研究は、邦語で浜渦哲雄『大
英帝国インド総督列伝』 （中央公論新社、 一九九九年） がある。
（
60）  コーンウォリスの略歴およびインド総督任命については、
拙稿「インド総督コーンウォリス」 。
（
61）  例えば、浜渦『インド総督列伝』 、六四頁。
（
62）  Charles Ross (ed.), C
orrespondence of C
harles, First 
M
arquis C
ornw
allis  (1959), i, pp.14, 179-80.
（
63）  コーンウォリスは、一七八一年一〇月のヨークタウンで
の敗戦後、八二年一月には帰国しているが、八三年九月の戦争終結までは仮釈放の身であった。
（
64）  Ibid., i, p.148.
（
65） Ibid., i, p.154.
（
66） Ibid.,  i, pp.168-9. また同手紙では、少なくとも他二名が
彼はインドへ行くべきだといっていることを聞き知っていることが述べられている。
（
67）  Ibid.,  i, pp.169-70. 
（
68）  Ibid.,  i, pp.172-3. ピットのインド法案は八月一三日に通
過している。
（
69） Ibid.,  i, pp.179-80.
（
70） Ibid.,  i, pp.184-5.
（
71） Secret M
inutes of the Board of Control, IO
R/L/PS/2/1.
（
72） Ibid. 一七八九年以降、委員の構成員に変更が生じるため、
ここでは八八年までを記した。
（
73）  本文中で幾度か触れてきた下院で問題化した一七八七年
から八八年の一連のインド関連議事は、ＢＯＣの指示に対して役員会が承認した件を、株主総会が結果的に覆したことに端を発した。この事例は、少なくとも当該年においては株主総会の決議や意向に対して役員会が完全に優越してはいなかったことを明らかとした。
（
74）  以下、 スコットについての基本的情報は、 主に次による。
C. 
H
. Philips (ed.), The C
orrespondence of D
avid Scott: D
i-
rector and C
hairm
an of the E
ast India C
om
pany relating 
to Indian Affairs 1787-1805 (1951), Introduction.
（
75）  エージェンシー・ハウスについては、確立した定義はな
いようであるが、一八・一九世紀のインド各地で活動 た欧米系総合商社のようなものと理解される。原語と て一八世紀末頃は
Agency H
ouses
よりも
H
ouses of Agency
とい
う表記が使用されていたようである。邦語では「代理商館」や「代理商社」の訳語が充てられたこ もあるが、どれも訳語としては固定していな 。松本睦樹「ベンガルにおける
Agency H
ouses
の形成
  ―イギリス系私的資本の形成過
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程と東インド会社、一七五七‐一八〇〇年」同志社大学経済学会『経済学論叢』三二（一九八三年） 、一五六‐二一八頁。
（
76）以下、グラントに関する基本情報は主に
A.T. Em
bree, 
C
harles G
rant and B
ritish R
ule in India (1962) 。
（
77）東インド会社研究からも同様にインド法制定から一八二〇年頃まで会社の勢力が従来言われるほど衰えていなかったとする主張もある。
Bow
en, The B
usiness of E
m
pire, 
pp.78-81.
（本学大学院文学研究科史学専攻博士課程後期課程）
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The British Indian policy in the age of Pitt’s ministry: Henry 
Dundas’s influence, 1783-93
SHIKANO, Mie
  
　　This paper explores the British Indian policy in late 18th century 
Britain. In particular, it focuses on the Indian policy by Henry Dundas 
(1742-1811), a Scottish advocate and politician, and one of the most 
influential figures on Indian matters and the policy in Pitt’s ministry. 
Up to the point the British Indian problems (or Indian affairs) was 
not dealt with policies by British governments, for Governments in 
the eighteenth century treated the Indian problems as the East India 
Company’s affairs. As the century went by, the meaning of the Indian 
problems had changed. The Pitt’s India Act of 1784 established a new 
government department, the Board of Control (BOC). The BOC was 
authorized power to supervise all Indian matters that did not concern 
East India Company’s trade. The Act was to remain the legal basis of 
relations between the state and the Company until 1858.
　　Henry Dundas, who served on the BOC from 1784 to 1801, is known 
by historians of Britain or British Empire as influential politician on 
the Indian problems, and his policy has called ‘despotism.’ However, the 
story concerning Dundas’s strong influence on the Indian issues and 
its policy at that time seems not to have been well testified. This paper, 
therefore, investigates his Indian policy as a commissioner of the BOC 
till 1793, when he became the President of the BOC, to examine his 
influence on the Indian issues. Firstly, this paper provides an analysis 
that his business on Indian policy was recognized by contemporaries 
as a despotic figure in the BOC. Secondly, this paper describes how 
managed the Board, as it turned out the other commissioners of the 
BOC worked actively more than conventional studies have mentioned. 
It also proves that Dundas attempted to adjust relationship with the 
Company. 
　　A further research of this result will be provide more consideration 
about Indian problem in the age of Pitt’s ministry.
　
